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C O N T E N T S

特
集
１よ

り
よ
い
政
策
立
案
に
向
け
て

―
E
B
P
M
実
証
的
共
同
研
究
の
取
組
―

特
集
２

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

緊
急
経
済
対
策
」を
踏
ま
え
た

総
務
省
の
主
な
経
済
対
策

特
別
定
額
給
付
金
手
続
の
ご
案
内
で
す

地
方
の
か
が
や
き

群
馬
県 

み
な
か
み
町

M
I
C 

N
E
W
S
01	

正
し
く
知
ろ
う
！
電
波
利
用
の
ル
ー
ル

～
無
線
機
器
の
使
用
に
は
技
適
マ
ー
ク　

  

の
確
認
を
～

M
I
C 

N
E
W
S
02	

２
０
２
０
年
（
令
和
２
年
）「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
実
施
の
お
知
ら
せ

M
I
C 

N
E
W
S
03	

「
統
計
デ
ー
タ
分
析
コ
ン
ペ
テ
ィ
シ
ョ
ン
２
０
２
０
」
を
開
催
中
で
す
！

M
I
C
リ
ポ
ー
ト

総
務
省
男
性
職
員
育
休
取
得
促
進
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー

藤
原
諏
訪
神
社

例
大
祭

８
３
０
年
の
歴
史
が
あ
る
獅
子
舞
を

奉
納
五
穀
豊
穣
・
町
内
安
全
を
祈
念

410141621 202223

 

み
な
か
み
町
藤
原
に
あ
る
諏
訪
神
社
の
大
祭

に
、
獅
子
舞
が
奉
納
さ
れ
ま
す
。

　

建
久
２
年
（
西
暦
１
１
９
１
年
）
に
源
頼

朝
の
家
臣
に
よ
っ
て
伝
え
ら
れ
た
と
い
わ
れ
、

８
３
０
年
も
受
け
継
が
れ
て
き
た
踊
り
で
す
。

国こ

久く

保ぼ

、
日に

本ほ
ん

懸が
か
り、
耶や

魔ま

懸が
か
り、
吉き

利り

と
い
う
４

つ
の
踊
り
が
あ
り
、
２
時
間
ほ
ど
踊
り
続
け
ま

す
。

　

諏
訪
神
社
内
に
あ
る
舞
台
は
も
と
も
と
歌
舞

伎
舞
台
で
、
寛
保
２
年
（
西
暦
１
７
４
２
年
）

に
建
て
ら
れ
た
そ
う
で
す
。
舞
台
正
面
は
斜
面

に
な
っ
て
お
り
、
観
覧
席
が
設
け
ら
れ
ま
す
。

広報誌をスマホなどで閲覧できます

発行：総務省
〒 100-8926　東京都千代田区霞が関 2-1-2（中央合同庁舎 2 号館）
電話：03-5253-5111( 代表 )

表 紙 の 写 真 四季折々の日本の祭り 群 馬 県  み な か み 町
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特集 1

特集 1 よりよい政策立案に向けて―EBPM 実証的共同研究の取組―

各府省担当者の政策の疑問に答える

政府全体の EBPM 推進の取組と共同研究
　

現
在
、
政
府
全
体
で
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
取
組
が
推
進
さ

れ
て
い
ま
す
。
共
同
研
究
は
こ
の
中
で
、
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ

の
考
え
方
は
実
践
の
中
で
覚
え
る
技
能
に
近
い
と

い
う
考
え
を
踏
ま
え
、
各
府
省
担
当
者
の
政
策
に

関
す
る
疑
問
に
答
え
る
形
で
、
各
府
省
の
Ｅ
Ｂ
Ｐ

Ｍ
の
実
践
を
後
押
し
す
る
取
組
を
進
め
て
い
ま
す
。

⑴
政
府
全
体
の
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
取
組

　

現
在
、
政
府
全
体
で
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
取
組
が
推
進

さ
れ
て
い
ま
す
。
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
が
求
め
ら
れ
る
背
景

に
は
、
財
政
赤
字
の
拡
大
や
、
行
政
に
対
す
る
国

民
の
不
信
感
の
拡
大
と
い
っ
た
状
況
が
あ
り
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
の
中
で
、
本
来
あ
る
べ
き
政
策
立

案
の
あ
り
方
を
追
求
し
、
政
策
の
質
の
向
上
を
目

的
と
し
て
、
限
ら
れ
た
資
源
を
有
効
に
活
用
し
、

国
民
に
よ
り
信
頼
さ
れ
る
行
政
を
展
開
し
て
い
く

に
当
た
り
、
証
拠
に
基
づ
い
て
有
効
な
政
策
を
立

案
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
背
景
の
中
で
、
政
府
全
体
と
し
て
、

実
証
的
共
同
研
究
の
他
に
も
、

　

◦�

各
府
省
の
責
任
者
等
で
構
成
す
る
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ

推
進
委
員
会
が
設
置
さ
れ
る

　

◦�

各
府
省
に
お
い
て
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
推
進
の
責
任
者

で
あ
る
「
政
策
立
案
総
括
審
議
官
」
等
が
新

設
さ
れ
る

　

◦�

各
府
省
に
お
い
て
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
観
点
で
具
体

的
な
政
策
の
立
案
・
見
直
し
を
実
践
す
る

　

◦�

Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
考
え
方
の
浸
透
を
図
る
た
め
府

省
横
断
勉
強
会
等
を
実
施
さ
れ
る

　

等
、
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
を
推
進
す
る
た
め
の
取
組
が
行

わ
れ
て
い
ま
す
。

　

各
府
省
の
政
策
担
当
者
が
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
取
組
を

実
践
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
①
政
策
目
的
を
明
確

化
さ
せ
、
②
そ
の
目
的
の
た
め
本
当
に
効
果
が
上

が
る
行
政
手
段
は
何
か
な
ど
、
当
該
政
策
の
拠
っ

て
立
つ
論
理
を
明
確
に
す
る
事
が
最
も
重
要
と
な

り
ま
す
。
そ
の
上
で
、
③
政
策
の
拠
っ
て
立
つ
論

理
に
即
し
て
デ
ー
タ
等
の
証
拠
を
可
能
な
限
り
求

め
、
政
策
目
的
と
政
策
と
の
関
係
を
検
証
し
て
い

く
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

⑵
共
同
研
究
に
つ
い
て

　

総
務
省
は
、
こ
う
し
た
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
実
践
は
、

頭
で
考
え
る
学
問
と
い
う
よ
り
も
、
体
で
覚
え
る

技
能
に
近
い
と
い
う
考
え
方
も
踏
ま
え
、
各
府
省

の
政
策
担
当
者
と
協
働
し
て
共
同
研
究
を
進
め
て

い
ま
す
。
総
務
省
が
各
府
省
の
政
策
プ
ロ
セ
ス
に

お
け
る
種
々
の
疑
問
に
寄
り
添
い
、
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
と

い
う
ツ
ー
ル
を
入
口
に
し
て
共
に
調
査
・
研
究
を

行
う
こ
と
で
、
各
府
省
に
お
け
る
望
ま
し
い
政
策

プ
ロ
セ
ス
の
営
み
の
浸
透
・
定
着
を
図
る
こ
と
が

で
き
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

共
同
研
究
は
、
平
成
29
年
５
月
の
「
統
計
改
革

推
進
会
議
最
終
取
り
ま
と
め
」
に
お
い
て
、

　

◦�

各
行
政
機
関
は
、
証
拠
に
基
づ
く
政
策
立
案

（
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
：Evidence-Based Policy 

M
aking

）
を
推
進
し
、
政
策
評
価
を
政
策

改
善
と
次
な
る
政
策
立
案
に
つ
な
げ
て
い
く
。

　

◦�

Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
ケ
ー
ス
の
提
示

を
目
指
し
、
総
務
省
、
関
係
府
省
及
び
学
識

経
験
者
に
よ
る
政
策
効
果
の
把
握
・
分
析
手

法
の
実
証
的
共
同
研
究
を
行
う
。

　

と
さ
れ
た
こ
と
を
契
機
と
し
て
、
平
成
30
年
度

か
ら
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

共
同
研
究
の
中
で
総
務
省
は
、
関
係
府
省
及
び

学
識
経
験
者
が
協
働
し
て
、
総
務
省
の
予
算
も
活

用
し
な
が
ら
、
具
体
の
政
策
を
題
材
に
、
ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル
（
図
１
）
の
作
成
を
通
じ
た
政
策
課
題

の
把
握
、
政
策
に
関
す
る
デ
ー
タ
の
整
理
・
収
集
、

Ｒ
Ｃ
Ｔ
（
図
２
）
等
の
高
度
な
統
計
手
法
も
用
い

た
政
策
効
果
の
分
析
等
を
行
い
、
各
府
省
の
Ｅ
Ｂ

Ｐ
Ｍ
の
実
践
を
後
押
し
し
て
い
ま
す
。

　

政
策
の
現
場
で
は
、
担
当
者
が
そ

の
効
果
に
疑
問
を
感
じ
て
も
、
予
算

や
労
力
の
問
題
で
調
査
が
行
え
な
い

と
い
う
問
題
が
往
々
に
し
て
あ
り
ま

す
。
総
務
省
で
は
、「
政
策
効
果
の

把
握
・
分
析
の
た
め
の
実
証
的
共
同

研
究
」（
以
下
、
共
同
研
究
と
い
い

ま
す
。）
と
銘
打
ち
、
国
の
各
行
政

機
関
の
政
策
に
つ
い
て
、
担
当
者
が

抱
い
た
そ
う
し
た
疑
問
に
答
え
る
調

査
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

総
務
省
は
こ
の
共
同
研
究
を
通
じ

て
、
各
政
策
の
担
当
者
が
感
じ
た
疑

問
に
答
え
、
そ
の
政
策
の
改
善
や
解

決
す
べ
き
新
た
な
社
会
課
題
の
発

見
に
つ
な
げ
る
と
と
も
に
、
霞
が

関
に
お
け
る
証
拠
に
基
づ
く
政
策

立
案
（Evidence-Based Policy 

M
aking

。
以
下
、
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
と
い

い
ま
す
。）
を
通
じ
た
政
策
の
改
善

を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　

本
稿
で
は
令
和
元
年
度
の
取
組
を

中
心
に
、
共
同
研
究
の
内
容
を
紹
介

し
ま
す
。
こ
れ
を
通
じ
て
、
読
者
の

皆
様
に
対
し
霞
が
関
に
お
け
る
Ｅ
Ｂ

Ｐ
Ｍ
推
進
の
取
組
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
読
者
の
中
に
政
策
担
当
者
が

い
ま
し
た
ら
、
共
同
研
究
の
活
用
も

検
討
い
た
だ
く
事
を
目
的
と
し
て
い

ま
す
。

ロジックモデルの基本型

ランダム化比較試験（RCT）

図１

図２

　「左から右へ読むとき、ロジックモデルでは計画から成果に至るまで、時間の経過に伴うプログラムの基本要素の流れを示します。ロジックモデ
ルを読むということは、プログラムを構成している各要素を結びつける推論のチェーン（chain of reasoning）、すなわち『もし･･･ならば、どうなる』

（if-then）という表現にしたがって進むということ」とされている。（Ｗ. Ｋ .ケロッグ財団 , 2003, p.3）

プログラム運営には何らかの
資源が必要

もし、当該資源を活用でき
れば、計画された活動の実
施が可能

もし、計画した活動が実施
されれば、予定した量の製
品やサービスの供給が可能

もし、予定した活動が実施さ
れれば、参加者は何らかの
利益を得る

もし、参加者が利益を得ら
れれば、組織 · 地域 · システ
ムに何らかの変化が起きる

資源／インプット

計画された行動 意図された結果

活動 アウトプット 初期アウトカム 最終アウトカム

（Ｗ . Ｋ . ケロッグ財団 , 2003, p.3 の図を基に、目標管理型評価ワーキング · グループにおいて作成したものを一部改変）

1 2 3 4 5

◦�施策の効果測定の究極の方法と言われているのがランダム化比較試験
（Randomized Controlled Trial：RCT）と呼ばれる手法です。

◦�ランダム化比較試験を図解したのが下図です。この方法ではセミナー対象者
を、セミナー参加者と非参加者にランダムに振り分けた上で、両者のアウト
カム指標（理解度 · 満足度等）を比較します。セミナー参加者 · 非参加者をラ
ンダムに振り分けることによって、施策の効果を正確に測定することができ
ます。

◦�ランダム化比較試験を行うことは、政策実務上簡単ではないケースが多いで
すが、ひとつの理想形として念頭に置きながら、より精緻な方法を検討して
いくことが重要となります。

ランダム化比較試験のイメージ
（あるセミナーの効果を測定したい場合）

資料：小林庸平「政策効果分析の潮流とランダム化比較実験を用いた
アンケート督促効果の推定」（平成 26 年 10 月）

セミナー
対象者

対象者を
ランダムに
振り分け

セミナー
参加者

セミナー
非参加者

セミナー参加者の
アウトカム指標を計測

セミナー非参加者の
アウトカム指標を計測

政策効果アウトカム指標の差

よりよい
政策立案に向けて

―EBPM実証的共同研究の取組―

1.

2.
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総
務
省
で
は
、
令
和
元
年
度
に
は

以
下
の
３
案
件
に
つ
い
て
共
同
研
究

を
実
施
し
ま
し
た
。

　

◦�

競
争
政
策
に
お
け
る
広
報
（
公

正
取
引
委
員
会
）

　

◦�
財
政
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
財
務

省
）

　

◦�

地
方
公
共
団
体
の
行
動
変
容
に

つ
な
が
る
効
果
的
な
普
及
啓
発

手
法
（
環
境
省
）

　

こ
れ
ら
の
取
組
を
通
じ
て
、
政
策

立
案
、
政
策
実
施
、
政
策
評
価
の
各

段
階
に
お
い
て
、（
表
１
）
の
よ
う

な
成
果
を
得
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

ま
た
、
共
同
研
究
を
行
っ
た
関
係

府
省
の
疑
問
に
応
え
る
こ
と
が
で

き
、
担
当
者
に
効
果
検
証
を
し
て
良

か
っ
た
と
思
っ
て
も
ら
う
こ
と
が
で

き
ま
し
た
。
こ
れ
が
令
和
元
年
度
の

研
究
の
一
番
の
成
果
で
あ
っ
た
と
考

え
て
い
ま
す
。
各
府
省
の
担
当
者
か

ら
も
共
同
研
究
実
施
の
メ
リ
ッ
ト
に

つ
い
て
コ
メ
ン
ト
を
い
た
だ
い
て
お

り
、
総
務
省
と
し
て
も
、
一
定
程
度

共
同
研
究
の
対
象
と
な
っ
た
事
業
の

今
後
の
発
展
に
寄
与
す
る
こ
と
が
で

き
た
の
で
は
な
い
か
と
考
え
て
い
ま

す
（
図
３
）。

　

次
ペ
ー
ジ
以
降
、
令
和
元
年
度
に

行
っ
た
３
つ
の
共
同
研
究
に
つ
い
て

詳
述
し
ま
す
。

表 1

図３

表 2

段階 知見

政策立案

実施

評価・改善

・�データを新規に集めずとも、入手可能な情報に基づき、行政官の経験を活かして論理を詰めるだ
けでも政策の改善が望める。

・�エビデンスの活用については、例えば、好事例のあった地域との差異をよく検討する必要がある
など、単にエビデンスに飛びついたのでは有益な取組とはならない。

・�政策立案時の想定が、データの収集の結果有効だと裏付けられる場合も多い。　
・�政策効果を把握するアンケート調査については、調査目的に照らした十分な制度設計が必要。
・�データを集めることにより、政策が想定していなかった実態に気づくことができた。
・�職員自身の工夫により可能な日常業務から得られるデータを収集することでも、業務改善の土台

となる情報を得ることができる。

・�政策の効果検証により、従来の疑問が解決される一方、新たな疑問も生じ、更に調査を行う必要
が生じた。こうした疑問と解決のサイクルを回すことで着実に政策を改善できる。

・�一定の政策の節目において、本共同研究のような詳細な検証を行うことは重要。

研究に関わった各省担当者の声
各施策における効果的なパッケージ

A 省職員

B 省職員

共同研究の対象とした事業は、対象者に知られているのか以前より疑問
に思っていた。現状調査を行うための労力も予算もなかったが、総務省
の予算で共同研究を行うことができ、事業の現状を知ることができた。

事業をより広く知ってもらうためにどのような手が打てるのか、あまり手
が回っておらず、請負事業者もよいアイデアを出してくれなかったが、共
同研究を行う中で、新しい宣伝手法を打ち出すことができた。

施策に関する漠然とした問題意識を明確化して、課題として分析を行い、
効果を検証した上で、解決策の検討を行うという、ＥＢＰＭ的な取組の
一連の流れを、実感することができた。

競争政策における広報に関する共同研究

（１）公正取引委員会の問題意識

（2）調査手法

（３）調査を通して分かったこと

事例1

　最初に紹介するのは、公正取引委員会と協働して行った、競争政策における広報施策の効果測定の事例
です。
　この研究では、競争政策における広報施策の一環として公正取引委員会が行っている以下の取組につい
て、その効果を RCT 等の厳密な手法を用いて分析しました。
　⃝各地域の一般消費者向けの消費者セミナー
　⃝中高生、大学生向けの独占禁止法教室
　⃝�各地区の商工会又は商工会議所の役員等を対象とした有識者懇談会

　公正取引委員会では、以下の問題意識を持っていました。
　⃝�消費者セミナーについては、平成 30 年度にも同様の調査を行っていたが、データのサンプルサイズ

が小さい等、信頼度が高い統計分析を行ったとは言えなかった。そのため、２年度分の結果を統合し、
広報政策の効果をより信頼できる形で把握したい。

　⃝�パフォーマンスが高い講師を特定し、理解度向上等のアウトカムの改善に必要なスキル等を知りたい。

　総務省では公正取引委員会の問題意識に応えるため、下記の調査・分析を行いました。
　⃝�消費者セミナー、独占禁止法教室、有識者懇談会の各取組について、参加者の主観的な満足度や、客

観的な理解度等を計測するため、アンケート調査項目の追加等を行うなどしてデータ収集作業を実施
　⃝�消費者セミナーについて、平成 30 年度に行った一般国民向けのアンケートの結果と、平成 30 年度

及び令和元年度のセミナー等の参加者のアンケート結果を比較し、セミナー等の受講の有無と競争施
策の認知度との関係を調査

　⃝�RCT 等厳密な手法を用い、講演者の属性やシミュレーションゲームの有無といった、広報の際の様々
な要素と、競争施策の満足度等の向上との関係を分析

　上記のような研究を行った結果、（表 2）のような取組が効果的であると分かりました。
　また、分析によりパフォーマンスの高い講師の特定ができました。今後、公正取引委員会においてこれ
らの講師のどのようなスキルが受講者に良い影響をもたらしているのかを把握した上で、これらの講師の
スキル・コンピテンシーを公正取引委員会内で共有する予定となっています。

広報施策 対象 規模・時間 内容・講義

消費者セミナー
50 代以下

60 代以上

・参加者数が多すぎないように配慮する。
・セミナー時間は 120 分以内とする。

・シミュレーションゲームを実施する。

・経験のある講師を派遣する。
・シミュレーションゲームはマストではない。

独占禁止法教室
大学生

中高生

・�参加者数をできる限り 30 人程度まで
に留める。

・シミュレーションゲームはマストではない。

・シミュレーションゲームを実施する。
・若い講師を派遣する。

有識者懇談会 ・セミナー時間を 60 ～ 90 程度とする。
・�メールマガジンの登録など、事後的な行動

変容につながるような工夫をする。

令和元年度の取組の紹介3.
特集 1 よりよい政策立案に向けて―EBPM 実証的共同研究の取組―
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財政教育プログラムに関する共同研究地方公共団体の行動変容につながる
効果的な普及啓発手法に関する共同研究

事例２事例３

　環境省では、以下の問題意識を持っていました。
　⃝�ツールの普及の阻害要因が団体の認知・ダウンロード・活用のどの段階にあるかを把握し、効果的な

普及啓発手法を知りたい。
　⃝�今後、類似の普及啓発業務について、どのような方法が効果的かを知りたい。

　総務省では環境省の問題意識に応えるため、下記の調査・分析を行いました。
　⃝�全国の市区町村向けにアンケートを行い、ツールの認知・ダウンロード・活用状況や、各団体が域内

経済循環をどの程度重視しているか等を把握。
　⃝�各市区町村をグループ分けし、グループ毎に優良事例の紹介や補助金の情報等の有無に差を設けて資

料送付または説明を行い、その後のダウンロード率を比較。一部のデータについては、RCT 等の手
法も取り入れ分析。

調査の結果、以下のことが分かりました。
　⃝�送付した資料の内容と、ツールのダウンロードの間に因果関係は見られない。
　⃝�ツールのダウンロードには、団体の各部局が域内の経済循環を重視しているかどうかが重要。

　以上のことから、これから環境省が地方公共団体向けに政策の普及啓発を図るには、団体の規模や周知
を図りたい部局の所掌事務からニーズを予想し、ターゲットを絞ることで、大きな改善ができる可能性が
あるという結論に達しました。

　次に紹介するのは、財務省と協働して行った、財政教育プログラムに関する共同研究です。
　財務省では、全国の小・中・高生への主催者教育の一環として、各地の財務局職員が講師となって、日
本の財政についての授業を行う「財政教育プログラム」を行っています。
　共同研究では、財政教育プログラムを実施することによって、受講者の理解度等がどのように変容する
のかを把握しました。また、財政教育プログラムの実施形態が、どの程度理解度の向上に貢献したのかを
把握するために調査を行いました。

　財務省では、以下の問題意識を持っていました。
　⃝�限られた人員で、今後も事業を継続しつつ、より効果的な授業を実施していくためにはどうしたらよ

いか知りたい。

　総務省では財務省の問題意識に応えるため、下記の調査・分析を行いました。
　⃝�財政教育プログラムの更なる展開に向けて、実施校の拡大に向けた検討や担い手拡大に向けた方策の

検討をするため、教員へのアンケート調査及びヒアリング調査を実施。
　⃝�財政教育プログラムの個別授業の質の向上のために、授業時間の長短など実施方法が児童・生徒の主観的な

理解度等に与える影響を、これまでに財務省が蓄積してきた児童・生徒向けのアンケート結果を活用し分析。
　⃝�アンケート票の形式を一新し、より厳密な効果測定を実施。具体的には、客観的な理解度の測定のた

めのクイズを導入する、財政教育プログラムの実施前後でのアンケート結果の比較を行う等。
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　調査の結果、（表 3）のような内容が分かりました。
　また、財務省が日常業務の中での継続的改善に必要な指標を得ることを重視した分析を行い、必要なデー
タを得ることができました。

（１）環境省の問題意識

（１）財務省の問題意識

（2）調査手法

（2）調査手法

（３）調査を通して分かったこと

（３）調査を通して分かったこと

表 3 財政教育プログラムの効果を高める要因

授業時間 90 分以上など十分な時間を確保した方が、児童・生徒の理解度等は高まる可能性がある。

受講人数

実施場所

講師の年齢

講師の経験

講師の準備期間

アドバイザーの人数

グループワークのツール

35 人以下など受講人数が多くなりすぎない方が、児童・生徒の理解度等は高まる可能性がある。

教室以外で実施した方が、児童・生徒の理解度等は高まる可能性がある。

20 代・30 代の職員が講師をした方が、
財政について家族・友人等に話してみたいという気持ちは高まる可能性がある。

3 回以上など講師経験が豊富な職員が講師を実施した方が、
児童・生徒の理解度等は高まる可能性がある。

講師が11時間以上しっかりと準備を行った方が、
児童・生徒の理解度等は高まる可能性がある。

アドバイザー１人当たりの児童・生徒数が11人以上となるようにアドバイザーを派遣した方が、
児童・生徒の理解度等は高まる可能性がある。

タブレットを使用した方が、児童・生徒の理解度等は高まる可能性がある。

EBPM の実践をさらに後押しするために4.

特集 1 よりよい政策立案に向けて―EBPM 実証的共同研究の取組―

　最後に紹介するのは、環境省と協働して行った、地方公共団体の行動変容につながる効果的な普及啓発
手法に関する共同研究です。
　環境省では、各地域が自立・分散型の社会を形成し、各地域の特性に応じ資源等を相互に補完し支え合
う「地域循環共生圏」の創造を目指しています。この目標を達成するため、地方公共団体向けに、地域経
済の循環状況に関する分析資料を自動作成する PC 用ツール「地域経済循環分析自動作成ツール」を無償
で提供しています。
　本共同研究は、このツールの地方公共団体における普及及び活用を題材として、地方公共団体の行動変
容につながる効果的な普及啓発手法は何かを明らかにしようとした研究です。
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特集 2 「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」を踏まえた総務省の主な経済対策 特集 2

「新型コロナウイルス感染症
緊急経済対策」を踏まえた
総務省の主な経済対策

● 　 緊 急 経 済 対 策 4 つ の 柱 　 ●
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総務省の主な経済対策

Ⅰ

Ⅱ

感染拡大防止策と
医療提供体制の整備及び治療薬の開発

雇用の維持と事業の継続

感染の拡大に備えた対応力の充実強化

厳しい経営環境にある中小事業者等や
生活に困っている人々への支援

(1) 消防における救急活動用の車両・資器材等の整備

(1) 全国全ての人々への新たな給付金（特別定額給付金）

(2) 感染症等に関する情報伝達手段の整備

（2）厳しい状況に置かれている納税者に対する緊急に必要な税制上の措置

(3) 高強度深紫外 LED の活用による
　　新型コロナウイルス等の殺菌用光照射機材の実用化

新型コロナウイルス感染症の患者等の移送・搬送に万全を期すため、消防における救急活動用の
車両・資器材等を整備する。

高齢者世帯等に確実に感染症等に関する情報を伝達するため、防災行政無線の戸別受信機の導入
を促進する。

情報通信技術に係る研究開発成果を応用し、新型コロナウイルス等の病原体を効率的・効果的に
殺菌できる光照射機材の実用化に向けて、実証実験等を行う。

迅速かつ的確に家計への支援を行うため、一律に一人あたり 10 万円の給付を行う新たな給付金。

【次ページ参照】

13.2 億円

128,802.9 億円

7.8 億円

5.0 億円
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ゼロ

中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の軽減措置

生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充・延長

特集 2 「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」を踏まえた総務省の主な経済対策

Ⅲ

Ⅳ

次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復

強靱な経済構造の構築

地域経済の「反転攻勢」のための環境整備

デジタル化の強力な推進による暮らしの変革

(1) 放送コンテンツを活用した海外への情報発信強化

(2) 感染症の影響を受けた地域のチャレンジを支援するための好事例の情報提供

(1) 在宅学習・在宅勤務・オンライン診療等を後押しする
　　情報通信ネットワークの整備

(2) 企業及び地方自治体によるテレワーク導入の促進

(3) マイナンバーカードの普及促進

日本と海外の放送局が連携して、国際的に影響力のある放送メディア（チャンネル）を通じて、日本の
現状や魅力を伝える番組を世界に広く集中的に発信する。

「総務大臣メール」を活用し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた地域のチャレンジを後押しする
好事例を発信することで、その横展開を図る。

高度無線環境整備推進事業の支援対象地域を条件不利地域以外の地域にも特例的に拡大し、光
ファイバ未整備の学校を有する地域において、地方自治体や電気通信事業者等による、５Ｇ等の
高速・大容量無線通信の前提となる伝送路設備等の整備を支援する。

① テレワークマネージャーによる相談体制の拡充等　　　� 3.5 億円
　 �ICT の専門家（テレワークマネージャー）による相談対応を拡充すること等により、企業及

び地方自治体によるセキュアなテレワークの導入を推進する。また、地方自治体に対して、本
事業の活用等によるテレワーク導入を要請する。

② テレワーク等のための中小企業の設備投資税制
　 �中小企業がテレワーク等のために行う設備投資について、中小企業経営強化税制を拡充し、法

人税・所得税の特例措置の対象に加える。

① マイナンバーカードを活用した住民票の写し等のコンビニ交付の推進　� 17.0 億円
　 �住民票の写し等の各種証明書のコンビニ交付サービスの導入を促進し、遠隔地からの行政手

続を推進するため、コンビニ交付システムの小規模自治体向けクラウド基盤のプロトタイプ
を構築する。

② マイナンバーカードと電子委任状を組み合わせた認証の仕組みの促進
　 �国や地方自治体における各種手続きのオンライン化を推進するため、マイナンバーカードと

電子委任状を組み合わせた認証の仕組みを促進する。

8.7 億円

30.3 億円

総務省は、危機管理上重大な課題である
新型コロナウイルス感染症への対策をさらに進めるとともに、

日本経済を再び持続的な成長軌道に戻すべく、
しっかりと取り組んでまいります。

緊急経済対策における税制上の措置について（地方税関係）

● �収入が相当程度減少（前年同期比概ね 20％以上の減少）した場合において、無担保かつ延滞金なしで 1 年間、
徴収猶予できる特例を設ける。

　　※ 令和 2 年 2 月 1 日から令和 3 年１月 31 日までに納期限が到来する地方税について適用。

● �厳しい経営環境にある（※）中小事業者等に対して、令和３年度課税の１年分に限り、償却資産及び事業
用家屋に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準を２分の１又はゼロとする。

（※）令和 2 年 2 月～ 10 月までの
任意の 3 ヶ月間の売上高が、前年
の同期間と比べて、

30％以上 50％未満減少している者 2 分の 1
50％以上減少している者

● この措置による減収額については、全額国費で補塡する。

● �新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新規に設備投資を行う中小事業者等を支援する観点から、
適用対象に一定の事業用家屋及び構築物を加える。また、生産性向上特別措置法の改正を前提に、適用期
限を 2 年延長する。

● 今回の拡充・延長による減収額については、全額国費で補塡する。

● �自動車税・軽自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する特例措置の適用期限を６月延長し、令和３年３
月 31 日までに取得したものを対象とする。

● この措置による減収額については、全額国費で補塡する。

４ その他

● �イベントを中止等した主催者に対する払戻請求権を放棄した者への寄附金控除の適用に係る個人住民税に
おける対応

● 住宅ローン控除の適用要件の弾力化に係る個人住民税における対応
● 耐震改修した住宅に係る不動産取得税の特例措置の適用要件の弾力化

３ 自動車税・軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長

１ 徴収の猶予制度の特例

２ 固定資産税
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特別定額給付金手続のご案内です
簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行うこととし、

一律に、一人当たり10 万円の給付を行います。

給付対象者と受給権者

給付対象者 基準日（令和2年4月27日）時点で、住民基本台帳に記録されている者

受給権者 給付対象者の属する世帯の世帯主

特別定額給付金の申請方法

郵送で申請する オンラインで申請する
（マイナンバーカードをお持ちの方）

市区町村から受給権者宛に郵送された申請書に
振込先口座を記入し、振込先口座の確認書類と
本人確認書類の写しとともに市区町村へ郵送

申請書を待たずにできる！

「マイナポータル」にアクセス申請内容を入力し、
振込先口座の確認書類をアップロードして、

マイナンバーカードによる電子署名で本人確認

特別定額給付金の受付及び給付開始日

申請期限は、郵送方式の申請受付開始日から

3カ月以内
支給申請の受付開始は、居住市区町村ごとに異なります。

詳細につきましては、今お住まいの市区町村にお問い合わせください。

申請方法に関するよくある質問
給付金の対象者は誰ですか。住民基本台帳に記録
されていない場合は対象にならないのでしょうか。

給付金を受け取るのは、誰になるのですか。

オンライン申請で、マイナンバーカードを
持っていない家族の分の申請もできますか。

オンライン申請は、どのような手続きですか。

住民税非課税世帯、年金受給世帯、
失業保険受給世帯、生活保護受給世帯の人は、
給付金の対象者とならないのでしょうか。

4 月27日（基準日）に生まれた子供は給付対象者
となりますか。

●�「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」では、感染症
拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家
計への支援を行うこととされました。

●�給付対象者は、基準日（令和 2 年 4 月 27 日）において、
住民基本台帳に記録されている方で、1 人当たり 10 万円
を給付することとしています。

受給権者は、その方の属する世帯の世帯主になります。

●�マイナンバーカードは、オンライン申請を行う方（世帯主
（申請・受給権者））のみが、お持ちであれば結構です。

●�マイナンバーカードをお持ちではない家族（世帯主と同一
世帯の者）の分の給付金申請を、同時にあわせて行えます。

●�政府が運営する WEB サービスである「マイナポータル」
において、特別定額給付金のオンライン申請ができるよう
にする予定です。

●�市区町村において申請受付開始日が異なりますので、各市
区町村のホームページ等でご確認ください。

●�オンライン申請を行えるのは、4 月 27 日時点において世帯
主であった方です。また、マイナンバーカードと、マイナン
バーカードの交付時に設定した署名用電子証明書の暗証番号

（英数字 6 文字以上 16 文字以内）が必要（※）となります。
※�署名用電子証明書については 5 回連続でパスワードを間

違って入力した場合、パスワードロックがかかり、発行を
受けた市区町村窓口にてパスワードのロック解除とともに、
パスワード初期化申請をし、パスワードの再設定が必要と
なりますので、ご留意ください。

●�オンラインで申請者及び世帯員の情報、振込口座情報の入
力と、振込先口座情報の確認書類（※）のアップロードを
行い、手続きを行います。

※�金融機関名、口座番号、口座名義人が分かる通帳やキャッ
シュカード、インターネットバンキングの画面の写し

●収入による条件はありません。
●�年金受給世帯であること、失業保険受給世帯であること、

生活保護の被保護者であることに関わらず、支給対象とな
ります。

●�なお、生活保護制度の被保護者の収入認定に当たっては、
収入として認定いたしません。

給付対象者となります。4 月 28 日以降に生まれたお子さん
は、給付対象者になりません。

A

A

A

A

A

A

Q

Q

Q

Q

Q

Q

※�現在、大変多くのお問い合わせをいただいており、お電話がつながりにくい時間帯が
ございます。お電話がつながらない場合は、時間をおいてお掛け直しください。

※�なお、特別定額給付金に関するお問い合わせは、上記コールセンター以外では、お
受けいたしておりません。ご不便をお掛けいたしますが、ご理解くださいますようお願
い申し上げます。

https://kyufukin.soumu.go.jp/ja-JP/

特別定額給付金コールセンター

政府機関や自治体等を装った偽サイトにご注意下さい！！

0120-260020
応対時間 9:00 ～ 20:00（フリーダイヤル）

特別定額給付金ポータルサイト

絶対に教えない！ 渡さない！
暗証番号／口座番号／通帳／

キャッシュカード／マイナンバー

市区町村や総務省などが以下を行うことは

絶対にありません！
現金自動預払機（ATM）の操作
をお願いすること
受給にあたり、
手数料の振込みを求めること
メールを送り、URLをクリックして
申請手続きを求めること

「怪しいな ?」と思ったら遠慮なくご相談ください

消費者ホットライン
188 （局番なしの 3 桁）

188

新型コロナウイルス給付金関連
消費者ホットライン

0120-213-188

お住まいの
市区町村

お近くの
警察署

警察相談専用電話

#9110

※間違い電話が増えています。お掛け間違いのないよう十分ご注意ください。

ホームページのアドレスの末尾に見慣れない末尾文字があるなど不審に思った場合は
安易にアクセスせずに、本物のサイトの URL を確認して下さい。
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群
馬
県
北
端
に
あ
る
み
な
か
み
町
は
、
県

の
８
分
の
１
に
当
た
る
面
積
を
有
す
る

広
大
な
自
治
体
で
す
。

　

町
の
自
然
環
境
は
変
化
に
富
み
、
谷
川
岳
や

万
太
郎
山
な
ど
か
ら
な
る
谷
川
連
峰
を
は
じ
め
、

諏
訪
峡
や
黒
岩
渓
谷
な
ど
の
峡
谷
や
滝
、
湿
原

植
物
の
生
え
る
大
き
な
浮
島
が
あ
る
大
峰
沼
な

ど
見
所
が
た
く
さ
ん
。

　

日
本
海
側
と
太
平
洋
側
の
大
気
が
ぶ
つ
か
る

新
潟
と
の
県
境
は
世
界
有
数
の
豪
雪
地
帯
で
、

急
し
ゅ
ん
な
崖
な
ど
豪
雪
地
帯
特
有
の
地
形
を

見
る
こ
と
が
で
き
、
氷
河
の
痕
跡
も
確
認
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

山
岳
地
帯
の
ほ
と
ん
ど
は
上
信
越
高
原
国
立

公
園
に
指
定
さ
れ
て
お
り
、
イ
ヌ
ワ
シ
や
ニ
ホ

ン
カ
モ
シ
カ
、
高
山
植
物
の
ホ
ソ
バ
ヒ
ナ
ウ
ス

ユ
キ
ソ
ウ
や
チ
ン
グ
ル
マ
な
ど
の
貴
重
な
動
植

物
が
。

　

豊
か
な
自
然
は
登
山
や
キ
ャ
ン
プ
を
楽
し
め

る
フ
ィ
ー
ル
ド
で
も
あ
り
、
夏
は
渓
谷
で
の
ラ

フ
テ
ィ
ン
グ
、
冬
は
ス
キ
ー
や
ス
ノ
ー
シ
ュ
ー

な
ど
年
を
通
し
て
ア
ウ
ト
ド
ア
ス
ポ
ー
ツ
を
満

喫
で
き
ま
す
。

　

観
光
資
源
で
あ
る
山
々
は
清
ら
か
な
水
の
源

で
も
あ
り
、
町
内
に
５
基
あ
る
利
根
川
上
流
の

ダ
ム
群
は
「
関
東
の
水
瓶
」
と
称
さ
れ
ま
す
。

　

町
で
は
貴
重
な
自
然
を
宝
物
と
し
て
守
り
つ

つ
、
生
か
し
て
い
く
た
め
、
人
と
自
然
が
共
生

す
る
地
域
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

恵
ま
れ
た
自
然
と

人
と
の
共
生
を
目
指
す

利
根
川
源
流
の
町

み
な
か
み
ま
ち

群
馬
県

町剱岳、穂高岳とともに日本
三大岩場の 1 つにあげら
れる谷川岳の一ノ倉沢。そ
そり立つ 1,000 ｍの岸壁
は圧巻。

利根川が流れる町役場のある中心部には奥利根ゆけむり街道が通
る。上越新幹線上毛高原駅にも近い。彼方には雪を残す谷川岳。

ゴムボートで急流を下るラ
フティングに最適のスポッ
トがあり、リバーガイドの
もと安全に楽しめる。5、
6 月がハイシーズン。

弘法大師が巡錫の際に発見
したという法師温泉（写真）
のほか、群馬を代表する温
泉地の水上温泉、大露天風
呂で有名な宝川温泉など町
には 18 もの温泉地がある。

人口：1 万 7,703 人
　　　（令和 2 年 1 月 1 日現在）
町の木：ぶな
町の花：やまぶき
町の鳥：うぐいす
町役場所在地：群馬県利根郡
　　　　　　　みなかみ町後閑 318

み な か み 町 D A T A

地
方

のかがや
きみ

な
か
み

　

本
町
は
、
日
本
を
代
表
す
る
大
河
川
で
あ
る

利
根
川
の
最
上
流
域
に
位
置
し
、
人
口
・
経
済

に
お
い
て
世
界
最
大
を
誇
る
東
京
都
市
圏
の
約

8
割
、
３
０
０
０
万
人
の
生
命
と
暮
ら
し
を
支

え
る
水
の
最
初
の
一
滴
を
生
み
出
す
水
源
の
町

と
し
て
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
お
り
ま
す
。

　

標
高
３
０
０
ｍ
か
ら
２
０
０
０
ｍ
級
の
山
々

が
あ
り
、
北
に
そ
び
え
立
つ
谷
川
連
峰
に
は
、

谷
川
岳
を
は
じ
め
と
す
る
多
く
の
山
岳
観
光
資

源
が
あ
り
ま
す
。山
麓
に
は
水
上
温
泉
郷
、猿
ヶ

京
三
国
温
泉
郷
及
び
上
牧
温
泉
な
ど
、「
み
な

か
み
18
湯
」
と
称
さ
れ
る
多
数
の
温
泉
地
が
あ

り
多
く
の
観
光
客
で
賑
わ
い
を
見
せ
て
お
り
ま

す
。

　

ま
た
、
平
成
29
年
に
は
自
然
と
人
が
共
存
し

な
が
ら
暮
ら
す
生
活
が
認
め
ら
れ
「
み
な
か
み

ユ
ネ
ス
コ
エ
コ
パ
ー
ク
」
と
し
て
登
録
さ
れ
ま

し
た
。
こ
れ
か
ら
も
自
然
を
守
り
、
人
々
と
自

然
が
共
存
す
る
み
な
か
み
町
を
目
指
し
て
い
き

ま
す
。

３
０
０
０
万
人
を
支
え
る

大
河
の
水
源
を
守
る

みなかみ町長 

鬼頭春二

日本の三大岩壁
一ノ倉沢

利根川の清流と谷川岳

関東一の
ラフティングポイント

多彩な湯どころ
「みなかみ 18 湯」

三国街道の須川宿に木工や
竹細工、陶芸などを伝える

「たくみの家」が点在。訪
れた人は手作り体験を楽し
める。

藤原ダム・奈良俣ダム・矢
木沢ダム（写真）は毎年春、
設備の安全確認のため点検
放流を実施、これに合わせ
て見学会を行う。

伝統的な技を伝える
「たくみの里須川宿」

３つのダムで行われる
点検放流

水上 I.C
月夜野 I.C上毛高原

前橋市

みなかみ町
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地
方

のかがや
き

群馬県

みなかみ町

自然と人間社会の共生を目的とする取組

ユネスコエコパーク
ユ
ネ
ス
コ
エ
コ
パ
ー
ク
（
生
物
圏
保
存
地

域
）
は
、
豊
か
な
生
態
系
を
有
し
、
地

域
の
自
然
資
源
を
活
用
し
た
持
続
可
能
な
経
済

活
動
を
進
め
る
モ
デ
ル
と
な
る
地
域
を
認
定
す

る
制
度
で
す
。

　

平
成
29
年
６
月
、
自
然
と
人
間
が
共
生
す
る

ま
ち
づ
く
り
の
実
践
が
評
価
さ
れ
、
み
な
か
み

町
を
中
心
と
し
て
新
潟
県
魚
沼
市
・
南
魚
沼
市
・

湯
沢
町
の
一
部
か
ら
構
成
さ
れ
る
み
な
か
み
ユ

ネ
ス
コ
エ
コ
パ
ー
ク
が
登
録
さ
れ
ま
し
た
。

　

同
じ
ユ
ネ
ス
コ
の
世
界
自
然
遺
産
は
、
手
つ

か
ず
の
自
然
を
認
定
し
、
厳
重
に
保
護
す
る
も

の
で
す
が
、
ユ
ネ
ス
コ
エ
コ
パ
ー
ク
は
３
つ
の

土
地
利
用
区
分
（
核
心
地
域
・
緩
衝
地
域
・
移

行
地
域
）
を
設
け
て
自
然
と
人
が
共
生
し
て
い

き
、
地
域
の
価
値
を
創
造
し
て
い
く
た
め
の
も

の
で
す
。

　

こ
の
理
念
の
も
と
、
み
な
か
み
町
で
は
、
豊

か
な
生
態
系
や
生
物
多
様
性
を
守
り
な
が
ら
、

文
化
や
経
済
・
社
会
的
に
も
持
続
可
能
な
発
展

を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
登
録
に
と
も
な
い
、
町
の
ブ
ラ
ン
ド
力

や
イ
メ
ー
ジ
の
向
上
の
効
果
も
期
待
さ
れ
ま
す
。

松ま
つ

原ば
ら

美み

成な

子こ

さ
ん
は
日
本
山
岳
ガ
イ
ド
協
会
の

山
岳
ガ
イ
ド
と
し
て
活
動
し
な
が
ら
、
東
京
の

イ
ベ
ン
ト
な
ど
に
お
い
て
み
な
か
み
ユ
ネ
ス
コ

エ
コ
パ
ー
ク
の
Ｐ
Ｒ
に
関
わ
っ
て
い
ま
す
。
み

な
か
み
の
自
然
に
魅
せ
ら
れ
て
、
一
家
で
埼
玉

県
か
ら
移
住
し
た
松
原
さ
ん
は
「
新
幹
線
を
使

え
ば
東
京
か
ら
日
帰
り
で
き
る
よ
う
な
場
所
に
、

こ
れ
ほ
ど
多
様
性
に
満
ち
た
自
然
が
残
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
広
く
知
っ
て
い
た
だ
き
た
い
で

す
」
と
言
い
ま
す
。

みなかみを愛する人のポイントカードシステム

MINAKAMI
HEARTカード

ふるさとに誇りをもってもらうために
自然や文化を学ぶ

「環境学習」

環境保全と採算性を両立する

「自伐型林業」
国立公園内では初めての認定

谷川岳エコスツーリズム
推進全体構想

　地域社会を持続可能なものとするには地域に対する誇
りや愛情を育み、将来の地域の担い手を育てていく必要
がある、という考えのもと、みなかみ町では小学校、中
学校、高等学校などの教育や社会教育で、ふるさとの自
然や歴史、文化、産業を学べる機会を用意し、地域に根
差した特色ある教育を推進しています。
　例えば、町内の各小学校では、山でのフィールドワー
クなど自然や地域に関する環境学習を行っており、その
成果を発表するため、平成 28 年度からは毎年度、みな
かみ町環境学習発表会を開催しています。
　また町内の小学校、中学校、高等学校の一部は、ユネ
スコの理念である平和や国際的な連携を実践する学校
としてユネスコスクールの加盟を目指し、持続可能な
開発のための教育（ESD ／ Education for Sustainable 
Development）の推進拠点と位置づけられています。

　「自伐型林業」とは、森林の所有者や地域住民などが比
較的小規模な資機材を用い、自らの手で森林整備を行うも
のであり、低コストで林業を始められることや森林を長期
的に経営する意識が働くことが特徴とされます。
　町の約９割を森林が占めるみなかみ町では、林業に関わ
る人を増やして、森林資源の有効活用を図るとともに、環
境を保全することを目的として自伐型林業を促進していま
す。事業の1つが未経験者を対象とする自伐型林業研修で、
これまで 150 名以上が参加、受講者が新たな仲間を巻き
込むかたちで活動の輪がどんどん広がり、すでに 70 人を
超える人たちが森林整備に携わる活動を始めています。
　一連の取組は、地域の活性化の貢献を総務省が表彰する

「ふるさとづくり大賞」で平成 30 年度「総務大臣賞」に
選ばれました。

　谷川岳エコツーリズム推進協議会の「谷川岳エコ
ツーリズム推進全体構想」は平成 24 年、国立公園
内として初めてエコツーリズム推進法の認定を受け
ました。この法律の「自然への配慮」「観光振興へ
の寄与」「地域振興への寄与」「環境教育への活用」
という理念のもと、自然環境、歴史、文化などを観
光の対象とし、これらの持続可能性を探り、活用す
るとともに、訪れた多くの人たちと交流を深め、広
げることによって町の発展に寄与することを基本方
針としています。協議会では、構想の実現に向け、
車両乗り入れを禁止した地域で運行する電気バス内
でのネイチャーガイダンス、町内の宿泊者がエコツ
アーに参加するさいの割引などを行ってきました。
こうした活動が評価され、平成 29 年には環境省の

「エコツーリズム大賞」を受賞しています。

　MINAKAMI HEART カードは町に住む人だけでなく、
町外の人にも利用してもらい、繰り返し訪れてほしい、
という思いを込めて作られたポイントカードです。観
光協会や道の駅などで現金をチャージし、加盟店の買
い物で使うと 100 円につき 1 ポイント貯まり、加盟店
で買い物をするとき、１ポイント１円で利用できます。
また地方公共団体として初めて経済産業省が推進する

「キャッシュレス・消費者還元事業」の決算事業者に登
録され、ポイントによる支払いで 5％の還元が受けられ
ることになりました。
　みなかみ町のふるさと納税制度を利用すると納税額の
30％のポイントが贈呈されるほか、町は健康診断の受
診や健康教室の受講でもポイントが貯まる制度を導入し
ています。使われるほど町が元気になるカードです。

山岳ガイドやイン
タープリター（自然
解説者）として活動
する松原さん。

公 式 Web サ イ
トのフォームか
ら「MINAKAMI　
HEART カード」
の申し込みがで
きる。

自分たちが暮らす町にある冷たく
て清らかな沢の水や、そこに棲む
生物に目を輝かす小学生たち。

中学校の環境学習では山登りを体
験。日頃遠くから眺めていた山々
の迫力に感動の声があがる。

谷川岳は日本列島の背骨に当たる分水嶺。頂には 360 度の大パノラマが広がる。

副業的な関わり方も可能で、会社員や自営
業者、公務員なども参加している。

自伐型林業研修ではチェーン
ソーの取扱いなど実践的な技術
と知識を身につけられる。

「みなかみユネスコ
エコパーク」のロゴ
マーク。

澄んだ空気と豊かな
自然を誰でも満喫で
きるエコツアーを実
施。



早わかり

基幹統計調査

新し
い統計

調査にご理解・ご回答をお願いします

02経
済
構
造
実
態
調
査
と
は
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調
査
の
対
象
と
な
っ
た
企
業
・
事
業
所

や
団
体
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
経
済
構
造

実
態
調
査
へ
の
ご
理
解
、
ご
回
答
を
よ
ろ

し
く
お
願
い
し
ま
す
。

2
0
2
0
年（
令
和
２
年
）

「
経
済
構
造
実
態
調
査
」実
施
の
お
知
ら
せ

　

総
務
省
・
経
済
産
業
省
で
は
、
幅
広
い

産
業
の
企
業
・
事
業
所
や
団
体
を
対
象
と

し
た
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
を
本
年
６

月
に
実
施
し
ま
す
。

　
「
経
済
構
造
実
態
調
査
」
は
、
我
が
国

の
製
造
業
及
び
サ
ー
ビ
ス
産
業
に
お
け
る

企
業
等
の
経
済
活
動
の
状
況
を
明
ら
か
に

し
、国
民
経
済
計
算
（
特
に
Ｇ
Ｄ
Ｐ
統
計
）

の
精
度
向
上
等
に
資
す
る
と
と
も
に
、
企

業
等
に
関
す
る
施
策
の
基
礎
資
料
を
得
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
、
昨
年
初
め
て
実
施

し
た
統
計
調
査
で
あ
り
、
今
年
で
２
回
目

と
な
り
ま
す
。

　

経
済
構
造
実
態
調
査
で
は
、
国
内
総
生

産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
の
約
９
割
を
占
め
る
主
要

産
業
の
経
済
構
造
と
そ
の
変
化
に
つ
い
て
、

毎
年
、
よ
り
的
確
に
把
握
す
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

調
査
の
実
施
に
あ
た
っ
て

・国民経済計算の精度向上
・より正確な景気判断や効果的な
　行政施策の立案
・企業の経営判断

≪経済構造実態調査の目的≫

MIC NEWS

経済構造実態調査リーフレット

【今後の公表スケジュール】
7 月 末 ：二次集計（産業別付加価値額など）
10 月末：三次集計（都道府県別売上金額など）

産業大分類 売上高
（百万円）

増減率
（％）

413,224,430 
27,031,353 
63,591,218 
69,564,904 

497,980,974 
118,348,463 
50,468,271 
44,097,503 
22,257,902 
37,651,943 
15,287,542 

115,499,066 
9,035,677 

36,617,403 

製造業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
不動産業，物品賃貸業
学術研究，専門・技術サービス業
宿泊業，飲食サービス業
生活関連サービス業，娯楽業
教育，学習支援業
医療，福祉
複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）

4.7 
3.0 
6.1 
7.5 
1.5 

▲ 5.4 
12.2 
11.7 
2.3 

▲ 14.5 
1.5 
9.2 

▲ 5.7 
3.5 

※本調査の実施については、株式会社日経リサーチに委託しています。

お問い合わせ先
経済構造実態調査　実施事務局　
TEL:0120‒707‒256 ,0120-800-636（平日 9:00 ～18:00）
URL:https://www.kkj-st.go.jp（新型コロナウイルス感染症に関する本調査の最新情報を含む）　

経済構造実態調査 検 索

※ 2015 年の売上高（平成 28 年経済センサス ‐ 活動調査）との比較

こ
の
調
査
で
分
か
る
こ
と

（参考）
2018年の産業大分類別売上高

3 月末に 2019 年調査結果（一次集計）
を公表しました

※

場
所
に
備
え
付
け
、
業
務
従
事
中
は
無
線

従
事
者
免
許
証
を
携
帯
し
て
く
だ
さ
い
。

　

近
年
、
外
国
規
格
の
無
線
機
器
が
通
信

販
売
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

等
で
販
売
さ
れ
る
ケ
ー
ス
が
増
え
て
い
ま

す
。
こ
れ
ら
の
多
く
は
日
本
の
電
波
法
令

に
合
致
し
て
い
な
い
た
め
、
国
内
で
は
使

用
で
き
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご

注
意
く
だ
さ
い
。

　

総
務
省
で
は
、
毎
年
６
月
１
日
か
ら
10

日
ま
で
を
「
電
波
利
用
環
境
保
護
周
知
啓

発
強
化
期
間
」
と
定
め
、
正
し
い
電
波
利

用
の
周
知
と
、
不
法
無
線
局
の
取
締
り
の

強
化
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

国
内
で
使
用
可
能
な
無
線
機
器
の
ほ
と

ん
ど
は
、
技
術
基
準
適
合
証
明
等
の
マ
ー

ク
（
技
適
マ
ー
ク
）
が
付
い
て
い
ま
す
。　
　
　

　

技
適
マ
ー
ク
が
付
い
て
い
な
い
無
線
機

器
は
、
そ
の
ま
ま
国
内
で
使
用
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
可
能
性
が
あ
り
ま
す
の
で
、

無
線
機
器
の
購
入
に
際
し
て
は
十
分
ご
注

意
く
だ
さ
い
。

　

無
線
機
器
の
使
用
に
は
、
原
則
と
し
て

無
線
局
の
免
許
や
無
線
従
事
者
の
資
格
が

必
要
で
す
。
無
線
局
の
再
免
許
（
更
新
）

手
続
は
忘
れ
ず
に
行
っ
て
く
だ
さ
い
。
無

線
局
免
許
状
は
無
線
設
備
の
設
置（
常
置
）

正
し
く
知
ろ
う
！
電
波
利
用
の
ル
ー
ル

～
無
線
機
器
の
使
用
に
は
技
適
マ
ー
ク　

  

の
確
認
を
～

01

多くの場合、無線機器の型式名称や製造者が記載された
銘板の中や外箱に表示されています。

真裏または内蔵バッテリー
を取り外した部分

液晶画面に表示させる場合
がある

内蔵バッテリーを外した部
分または送信機及び本体の
裏側、側面

本体やタグなど

詳しくは、総務省 電波利用ホームページへ　https://www.tele.soumu.go.jp/

　電　波　利　用　 検 索

技適マークはここに付いています

不法電波は下記のような無線に
重大な影響を与えます

外国規格の無線機について

トランシーバー スマートフォン等

ドローン

スマートフォン・
携帯電話

鉄道無線

テレビ・ラジオ

消防・救急無線

ワイヤレスイヤホン

無
線
機
器
に
技
適
マ
ー
ク
は

付
い
て
ま
す
か
？

外
国
規
格
の
無
線
機
器
に
は

ご
注
意
く
だ
さ
い

不
法
無
線
局
を

開
設
し
た
り
、
ま
た
は

運
用
し
た
り
す
る
と
…

１
年
以
下
の
懲
役
ま
た
は

1
0
0
万
円
以
下
の
罰
金

不
法
電
波
で
重
要
な
無
線

通
信
を
妨
害
し
た
場
合
…

5
年
以
下
の
懲
役
ま
た
は

2
5
0
万
円
以
下
の
罰
金

電
波
の
利
用
に
は
、
原
則
、

免
許
が
必
要
で
す

FRS/Family Radio Service
GMRS/General Mobile Radio Service

MIC NEWS

お問い合わせ先
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総務省
男性職員育休取得促進アドバイザリー

Web 会議に参加する
木村総務大臣政務官

Web 会議上の木村総務大臣政務官
（右端）

　

令
和
２
年
３
月
25
日
、「
総
務
省
男

性
職
員
育
休
取
得
促
進
ア
ド
バ
イ
ザ

リ
ー
」
を
W
ｅ
ｂ
会
議
に
て
開
催
し

ま
し
た
。

　

昨
年
12
月
に
、
令
和
２
年
度
以
降
、

子
ど
も
が
生
ま
れ
た
全
て
の
男
性
国
家

公
務
員
が
１
か
月
以
上
を
目
途
に
育
児

に
伴
う
休
暇
・
休
業
を
取
得
で
き
る
こ

と
を
目
指
す
、
と
い
う
政
府
目
標
が
決

定
さ
れ
ま
し
た
。

　

総
務
省
に
お
い
て
も
、
一
層
育
休
を

取
り
や
す
い
職
場
づ
く
り
に
取
り
組
む

た
め
、
木
村
総
務
大
臣
政
務
官
が
出
席

し
て
、
外
部
有
識
者
や
育
休
取
得
経
験

の
あ
る
職
員
と
意
見
交
換
を
行
い
ま
し

た
。

　

木
村
総
務
大
臣
政
務
官
か
ら
は
、
男

性
の
家
事
・
育
児
へ
の
参
加
促
進
は
、

本
人
の
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
は
も

ち
ろ
ん
女
性
の
活
躍
促
進
や
少
子
化
対

策
の
た
め
に
も
極
め
て
重
要
で
あ
り
、

総
務
省
か
ら
取
組
を
発
信
し
て
い
く
こ

と
は
大
事
、
育
休
を
取
っ
た
も
の
の
家

事
・
育
児
参
加
を
し
な
い
と
い
う
事
例

が
出
な
い
よ
う
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
、
と
い
っ
た
旨
の
発
言
な
ど
が
あ
り

ま
し
た
。

　

外
部
有
識
者
の
方
か
ら
は
、
育
休
を

取
得
し
た
職
員
か
ら
「
自
分
は
理
解
の

あ
る
上
司
に
恵
ま
れ
た
」
と
い
っ
た
声

が
上
が
る
が
、
ど
の
よ
う
な
上
司
の
も

と
で
も
育
休
を
取
得
で
き
る
よ
う
に
す

る
た
め
に
は
上
司
の
意
識
変
革
も
大
切
、

育
休
を
取
得
す
る
気
持
ち
が
な
い
男
性

に
も
取
得
し
て
も
ら
っ
て
良
い
経
験
だ

と
実
感
し
て
職
場
復
帰
し
て
も
ら
い
た

い
、
と
い
っ
た
旨
の
発
言
な
ど
が
あ
り

ま
し
た
。

　

育
休
取
得
経
験
の
あ
る
職
員
か
ら

は
、
育
休
は
、
夫
婦
間
の
家
事
・
育
児

の
分
担
に
と
ど
ま
ら
ず
、
子
ど
も
と
向

き
合
っ
て
成
長
を
実
感
す
る
ま
た
と
な

い
機
会
、
自
分
の
人
生
を
充
実
さ
せ
る

手
段
と
捉
え
る
べ
き
で
、
取
得
し
な
い

こ
と
が
い
か
に
も
っ
た
い
な
い
こ
と
か
、

広
く
知
ら
し
め
て
い
き
た
い
、
と
い
っ

た
旨
の
発
言
な
ど
が
あ
り
ま
し
た
。

　

総
務
省
で
は
今
後
も
更
な
る
環
境
の

整
備
に
向
け
て
、
取
組
を
加
速
さ
せ
て

ま
い
り
ま
す
。

M I C リポート

　

今
回
、「
地
方
の
か
が
や
き
」
で
取

り
上
げ
さ
せ
て
い
た
だ
い
た
の
は
、
平

成
17
年
に
月
夜
野
町
・
水
上
町
・
新
治

村
が
対
等
合
併
し
て
発
足
し
た
群
馬
県

み
な
か
み
町
。

　

そ
ん
な
み
な
か
み
町
に
つ
い
て
調
べ

て
い
た
と
こ
ろ
、
町
村
合
併
５
周
年
を

記
念
し
て
作
ら
れ
た
「
町
の
う
た
」
で

あ
る
「
ふ
る
里
「
み
な
か
み
」」
と
「
心

の
旅
」
を
作
曲
し
た
の
は
、
欧
陽
菲
菲

「
ラ
ヴ
・
イ
ズ
・
オ
ー
ヴ
ァ
ー
」、
中
森

明
菜
「
難
破
船
」
な
ど
、
多
く
の
ヒ
ッ

ト
曲
の
ア
レ
ン
ジ
を
手
が
け
た
こ
と
で

知
ら
れ
る
作
曲
家
・
編
曲
家
の
若
草
恵

氏
と
い
う
こ
と
が
分
か
り
、
驚
嘆
し
た
。

コ
ロ
ナ
禍
の
た
め
、
今
回
は
直
接
取
材

が
で
き
な
か
っ
た
の
で
、
若
草
恵
氏
の

作
品
が
好
き
な
ワ
タ
シ
と
し
て
は
、
氏

が
作
曲
す
る
こ
と
に
な
っ
た
経
緯
に
つ

い
て
お
尋
ね
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ

た
こ
と
、
ま
た
、
何
よ
り
こ
れ
ら
の
曲

で
う
た
わ
れ
て
い
る
み
な
か
み
の
自
然

や
風
土
を
堪
能
す
る
こ
と
が
で
き
な

か
っ
た
こ
と
が
非
常
に
残
念
で
あ
る
。

　

コ
ロ
ナ
禍
が
終
息
し
た
折
に
は
み
な

か
み
町
を
訪
問
し
、
若
草
恵
氏
が
音
楽

で
表
現
し
よ
う
と
し
た
み
な
か
み
の
魅

力
を
直
接
味
わ
い
た
い
と
思
う
。

（
広
報
室　

間
瀬
）

編 集 後 記 edi tor ial  note

 広報誌 ｢総務省｣ についてのご意見・ご要望は、FAXまたは電子メールでお寄せください
FAX » 03-5253-5174　MAIL » kohoshi@soumu.go.jp

「
統
計
デ
ー
タ
分
析
コ
ン
ペ
テ
ィ
シ
ョ
ン
2
0
2
0
」を

開
催
中
で
す
！

MIC NEWS

03　

総
務
省
は
、
独
立
行
政
法
人
統
計
セ
ン

タ
ー
、
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
情
報
・

シ
ス
テ
ム
研
究
機
構
統
計
数
理
研
究
所
及

び
一
般
財
団
法
人
日
本
統
計
協
会
と
の
共

催
に
よ
り
、「
統
計
デ
ー
タ
分
析
コ
ン
ペ

テ
ィ
シ
ョ
ン
2
0
2
0
」
を
開
催
し
て

い
ま
す
。

　

こ
の
コ
ン
ペ
テ
ィ
シ
ョ
ン
は
、
地
域
別

の
統
計
を
ま
と
め
た
「
教
育
用
標
準
デ
ー

タ
セ
ッ
ト（
Ｓ
Ｓ
Ｄ
Ｓ
Ｅ
）※
」
を
用
い
た

統
計
デ
ー
タ
分
析
の
論
文
を
募
集
し
、
そ

の
ア
イ
デ
ア
と
解
析
力
を
競
う
こ
と
で
、

高
校
生
や
大
学
生
等
の
統
計
リ
テ
ラ
シ
ー

の
向
上
を
図
り
ま
す
。

　

皆
様
、
奮
っ
て
ご
応
募
く
だ
さ
い
。

※
教
育
用
標
準
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
S
S
D

S
E
）
と
は
、
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
教
育

の
た
め
の
汎
用
素
材
と
し
て
作
成
・
公
開

し
て
い
る
統
計
デ
ー
タ
で
、
様
々
な
分
野

の
公
的
統
計
を
地
域
別
に
ま
と
め
た
表
形

式
の
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
で
す
。

令和２年５月1日（金）から８月11日（火）まで

● 大学生・一般の部：令和 2 年 9 月1日（火）
● 高校生の部　　　 ：令和 2 年 9 月10日（木）

● 高校生の部　　　 ：高等学校及び高等専門学校（１～３年次）の生徒
● 大学生・一般の部：短期大学、高等専門学校（４、５年次、専攻科）、大学、大学院の学生及び
　　　　　　　　　　一般（統計分析等の学習を目的とする方）
　※グループでの応募及び教諭の指導も可とします。

● 応募論文は、自作かつ未発表で、日本語で書いたものに限ります。
● SSDSE を用いて分析を行った論文を対象としますが、SSDSE に含まれていない統計データを
　加えて分析を行うことも可とします。
● 高度な統計的な分析手法を用いなくても、SSDSE 等から発見した興味深いデータについて、
　新たな観点で可視化するなどして、取りまとめたものでも構いません。

● 優秀な論文には、部門ごとに「総務大臣賞」、「優秀賞」、「統計数理賞」、「統計活用奨励賞」と
　各副賞が授与されます。また、受賞論文が統計専門誌等に掲載されます。
● 受賞論文は、「統計の日」（10月18日）翌日の令和 2 年10月19日（月）に発表予定です。

1. エントリー期間

2. 論文締め切り

3. 応 募 資 格

4. 応 募 条 件

5. 受賞論文の発表／表彰

詳しくはこちら

●「統計データ分析コンペティション 2020」ウェブサイト
　 https://www.nstac.go.jp/statcompe/
● 統計データ分析コンペティション事務局
　 statcompe@nstac.go.jp

ウェブサイト及びお問い合わせ先（応募先）
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